
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

様式３－１



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法

書又は会計規定等
の根拠規定及び理

由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式３－２



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

平成26年度衝突試
験用ダミー等の検
定及び計測装置の
点検・校正並びに
試験準備等　一式

独立行政法人交通
安全環境研究所
理事長　飯村　修
東京都調布市深大
寺東町7-42-27

平成26年4月1日

（公財）日本自動車
輸送技術協会
東京都千代田区６
番町６番地勝永６
番町ビル３階

一般競争入札 21,524,400 10,748,160 49.93% 公財 国所管 2

単価契約で
あり、実際
の支出額は
8，409，960
である。

自動車排出ガス性
能劣化状況市場抜
取試験の一次評価
試験 一式

独立行政法人交通
安全環境研究所
理事長　飯村　修
東京都調布市深大
寺東町7-42-27

平成26年10月9日

（公財）日本自動車
輸送技術協会
東京都千代田区６
番町６番地勝永６
番町ビル３階

一般競争入札 7,668,000 7,171,200 93.52% 公財 国所管 1

騒音測定に関する
補助業務　一式

独立行政法人交通
安全環境研究所
理事長　飯村　修
東京都調布市深大
寺東町7-42-27

平成26年11月12日

（公財）日本自動車
輸送技術協会
東京都千代田区６
番町６番地勝永６
番町ビル３階

一般競争入札 4,341,600 4,222,800 97.26% 公財 国所管 1

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式３－３



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

交通事故データ購
入

独立行政法人交通
安全環境研究所
理事長　飯村　修
東京都調布市深大
寺東町7-42-27

平成27年1月21日

(公財)交通事故総合
分析センター
東京都千代田区猿楽
町二丁目７番８号

会計規程第33条(1)
契約の性質又は目
的が競争を許さな
い

7,668,000 7,171,200 93.52% 0 公財 国所管 1

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法

書又は会計規定等
の根拠規定及び理

由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式３－４


